
2022年度 事業報告



2022年度の実施事業
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１ 持続可能な観光促進支援事業

２ 学術的調査・研究支援事業

３ UNWTO及びUNWTO関連国際会議等への参加・運営支援

４ 世界観光倫理憲章の普及・促進支援

５ UNWTO及び駐日事務所の情報発信支援

第１：UNWTO駐日事務所が実施するアジア太平洋地域（日本国内を含む）における
 観光振興のための活動に対する支援

第２：地方公共団体等が行う観光交流促進に資する活動に対する支援

１ 国際人材育成支援事業

２ 国際交流サロンの運営

３ 当財団のウェブサイト等を通した情報発信

１ APTECニュースレターの配信

第３：賛助会員に対する取組

２ APTEC会員限定ウェビナー/セミナーの開催



第１-１： 持続可能な観光促進支援事業
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（２）
アーカイブ事業

当財団や駐日事務所のこ
れまでの取組により蓄積さ
れてきた、地域における持
続可能な観光地づくりの実
践事例を整理・分析し、
アーカイブを作成・公表

した。

（１）エビデンスベースの持続可能な
観光地づくりの推進

UNWTO本部が推進するINSTO、「日本
版持続可能な観光ガイドライン」や「観光
を活用した持続可能な地域経営の
手引き」を活かし、

エビデンスベースの持続可能
な観光地づくりの普及・啓発
に関する活動を支援

（３）持続可能な観光の促進に関
するシンポジウム・セミナーの
開催及び関係者の連携促進

（４）奈良県における
持続可能な
観光地づくり支援事業

（５）海外事業

「第７回UNWTO ガストロノミーツーリズム
世界フォーラム」の機会を捉え、
 日本のガストロノミーツーリズムや
持続可能な観光の取組を発
信するサイドイベントを観光庁、
UNWTO駐日事務所と共催

①2021年度に作成した、
「観光を活用した持続可能な
地域経営の手引き」の海外版
（英語・ベトナム語）の作成

②①で作成した「手引き（ベトナム版）」
を活用し、ベトナム・ビントゥアン省で
持続可能な観光地づくりの普及・啓発を
目的としたセミナーの開催を支援

①2021年度に引き続き、山の辺の
道エリアで、地域の関係者による
ワーキンググループ開催を支援
②県内自治体、観光団体等を対象に、持続
可能な観光地づくりに関する説明会を開催
③「奈良県における持続可能な観光地づくり
に向けたあり方」を作成



第１-２：学術的調査・研究支援事業
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（１）UNWTOの観光統計や出版物の日本語訳と公表

UNWTOが公表している観光統計や研究成果に関する出版物を、
駐日事務所が適時適切に日本語に翻訳して公表する取組を支援

（２）太平洋島嶼国の観光振興に関する支援事業

⁻コロナ禍で大きな打撃を受けた太平洋島嶼国の観光回復を促進
すべく、各国の回復に向けて取り組む観光事業者の姿をまとめた動
画及び冊子制作（Tourism Stories Pacific）を支援（2022
年９月公開）
⁻2019年から実施している「太平洋島嶼国調査：持続可能な観
光振興と商品開発」のとりまとめを支援（2022年12月公開）

（３）JICAとの連携事業

JICAがUNWTO本部と連携して作成している、SDGs達成に資す
る観光開発プロジェクト指標ツールキットの策定への協力及び日本
語版作成に向けた準備を支援



第１-３：UNWTO及びUNWTO関連国際会議等への参加・運営支援
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会 議 名 開催期間 場 所

１
第34回UNWTO東アジア太平洋地域及び
南アジア地域合同委員会

2022年６月14日～16日 モルジブ・マーレ

２
ツーリズムEXPOジャパン2022/
UNWTO Affiliate Member Corner

2022年9月23日 東京

３
UNWTOアジア太平洋エクゼクティブトレー
ニングプログラム

2022年11月７日～11日 韓国・ソウル

４
第７回UNWTO ガストロノミーツーリズム
世界フォーラム

2022年12月12日～15日 奈良

2022年度に参加した国際会議、見本市等

第７回UNWTOガストロノミーツーリズム
世界フォーラム

ガストロノミーツーリズムに関する世界最大の国際
会議で、日本の開催は初。
約30カ国から450人以上が現地で参加（約

125カ国、1000人以上がオンライン参加）。
「人と地球のためのガストロノミーツーリズム：革新
し、活躍を促進して、維持する」をテーマに、料理人、
観光事業者、専門家、行政等のパネリストが議論
を交わした。



第１-４： 世界観光倫理憲章の普及・促進支援

5

ＵＮＷＴＯ世界観光倫理憲章 民間部門による誓約署名式

第７回UNWTOガストロノミーツーリズム世界フォーラムにて、新たに9者が署名

日本の署名団体

※日本では5団体24社が署名済（世界では590団体が署名済：2023年4月現在）

業界団体

（一社）日本旅行業協会
（一社）全日本シティホテル連盟
（一社）日本ホテル協会
（公社）日本観光振興協会
（一社）日本旅館協会
（公社）国際観光施設協会

旅行会社

（株）JTB
（株）エイチ・アイ・エス
 ＫＮＴ－ＣＴホールディングス（株）
（株）日本旅行
 沖縄ツーリスト（株）
（株）ワールド航空サービス
（株）アサヒトラベルインターナショナル
 東武トップツアーズ（株）
（株）マップトラベル

航空会社

日本航空（株）
全日本空輸（株）

ホテル・旅館

（株）西村屋
（株）ピッキオ
（株）滝の湯ホテル
鶴雅ホールディングス（株）
（株）湯元舘
（株）庵ホテル
JW マリオット・ホテル奈良
（株）松井旅館本館
（株）奈良ホテル
（株）旅館古窯
（株）玉の湯
（株）綿善



第１-５： UNWTO及び駐日事務所の情報発信支援
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（１）UNWTO本部の取組周知

①UNWTOベスト・ツーリズム・ビレッジ
2022年度の募集にあたって、駐日事務所における観光庁及び神戸大学と連
携したオンラインセミナーの開催等の国内募集の広報・普及啓発を支援

②世界ガストロノミーツーリズム・スタートアップ・コンペティション
第７回UNWTOガストロノミーツーリズム世界フォーラムにあわせて実施。駐日事務所のウェブサイトへの掲載
等による、国内の観光関連事業者に対する募集の広報・普及啓発を支援



第１-５： UNWTO及び駐日事務所の情報発信支援
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（２）駐日事務所のウェブサイトを通した情報発信の
強化

駐日事務所のウェブサイトの運営を通じて、駐日事務所の発信力
を強化し、UNWTO及びUNWTO賛助加盟員の情報発信を支援

（３）会議、セミナー、シンポジウムにおける情報発信

国内外の会議、セミナー、シンポジウムの講演において、UNWTOの
活動や持続可能な観光について情報発信することを支援

9/23 UNWTO Affiliate Member Corner 12/12 第7回UNWTOガストロノミーツーリズム
   世界フォーラム サイドイベント

UNWTO駐日事務所ウェブサイト



第２：地方公共団体等が行う観光交流促進に資する活動に対する支援

8

１ 国際人材育成支援事業

高等学校・大学、国際団体における講義・講演を行うとともに、若年層のUNWTOの活動や持続可能
な観光に関する理解の増進、国際感覚の涵養及びキャリア形成を支援

２ 国際交流サロンの運営

当財団の事務所に隣接する国際交流サロンにおいて、奈良県外国人支援センターの協力を得て、国
際交流イベントや国内及び国外の観光情報を提供

３ 当財団のウェブサイト等を通した情報発信

当財団のウェブサイトを通して当財団の活動や賛助会員（地方公共団体も含む）の観光に関する
事業の情報をより適時適切に発信

8/23  奈良県立畝傍高等学校 3/8～9 第4回次世代観光リーダー育成に向けたワークショップ



第３：賛助会員に対する取組
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１ APTECニュースレターの配信

APTECの最新の取組やUNWTOの活動に関する情報
を定期的に配信
APTECの活動を発信する動画を作成

２ APTEC会員限定ウェビナー/セミナーの開催

タイムリーなテーマを選定し、会員限定によるウェビナー/セミナーを定期的に開催し、賛助会員同士のネット
ワーク形成機会を提供

ウェビナー① ウェビナー② ウェビナー③ 感謝の会（リアル開催）

開催日 4月26日（火） 8月30日（火） 10月27日（木） ３月６日（月）

テーマ

民間事業者×自治体
コラボレーションは可能？

第７回ガストロノミーツーリズム
世界フォーラムについて

「熱海の奇跡」の著者、
市来 広一郎氏は何を語るの
か？

第7回UNWTOガストロノミー
ツーリズム世界フォーラムに向け
た「日本酒＋クラシック音楽＋
APTECの連携事例」

登壇者

㈱JTB 地域交流推進チーム 
マネージャー
曽根 進 氏

奈良県 観光局MICE推進室
室長
小林 悟 氏

NPO法人atamista代表理
事、(株)machimori代表取
締役
市来 広一郎 氏

正暦寺ご住職 大原 弘信氏
奈良豊澤酒造㈱ 豊澤 孝彦
氏
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